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一般会計 2  総務費

３　歳　出

（款） 2 総務費

（項） 2 徴税費 （単位：千円）

目

補 正 額

補正前額

計

補 正 予　算　額 の 財 源 内 訳

特   定   財   源 事  業  概  要

節　・　説明

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

説　明
( )

( )

2 賦課徴収 1,744 12 委託料 1,744 (税務課)1,744 定額減税に伴う税基幹シス

費 83,995 ○町税賦課事務事業 1,744テム改修業務委託料( )

85,739  12 委託料 1,744( )

計

1,744 1,744

203,358

205,102(

( )

)

（款） 3 民生費

（項） 1 社会福祉費 （単位：千円）

目

補 正 額

補正前額

計

補 正 予　算　額 の 財 源 内 訳

特   定   財   源 事  業  概  要

節　・　説明

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

説　明
( )

( )

11 物価高騰 291,018 1 報酬 1,989 (総合政策課)291,018 報酬（会計年度任用職員）

対応重点 0 ○物価高騰対応重点支援給 132,625( )

支援給付   付金（均等割のみ・こど291,018( )

金 3 職員手当等 1,468   も加算世帯）時間外勤務手当 700

  1 報酬 1,989期末勤勉手当（会計年度任 768

  3 職員手当等 1,118用職員）

  4 共済費 479

  8 旅費 122

4 共済費 479  10 需用費 30社会保険料（会計年度任用

 11 役務費 606職員）

 12 委託料 781

 18 負担金補助及び交付金 127,500

8 旅費 122 ○物価高騰対応重点支援給 158,393費用弁償（会計年度任用職

  付金(定額減税補足給付)員）

  3 職員手当等 350

 10 需用費 254

10 需用費 284  11 役務費 1,339消耗品費 60
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（款） 3 民生費

（項） 1 社会福祉費 （単位：千円）

目

補 正 額

補正前額

計

補 正 予　算　額 の 財 源 内 訳

特   定   財   源 事  業  概  要

節　・　説明

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

説　明
( )

( )

 12 委託料 1,450印刷製本費 224

 18 負担金補助及び交付金 155,000

11 役務費 1,945 通信運搬費 1,390

手数料 555

12 委託料 2,231 低所得世帯支援給付金シス 1,871

テム改修業務委託料

確認書等作成業務委託料 360

18 負担金補助 282,500 物価高騰対応重点支援給付 127,500

及び交付金 金（均等割のみ・こども加

算）

物価高騰対応重点支援給付 155,000

金（定額減税補足給付）

計

291,018 291,018

3,113,759

3,404,777(

( )

)


